
様式１

№ 0201001

5 会 計 区 分 1 一般会計
22
2

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 2 財務企画課

1 総務課
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

722 平成　２０　年度 平成　２１　年度 平成　２３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

住民向け予算書の作成、配布 住民向け予算書の作成、配布 住民向け予算書の作成、配布
　　Ａ４版　１２ページ　２，1００部 　　Ａ４版　２，1００部

住民向け決算書の作成、配布 住民向け決算書の作成、配布
住民向け決算書の作成、配布 　　Ａ４版　１２ページ　２，1００部 　　Ａ４版　２，1００部
　　Ａ４版　　２，１００部作成

720 240 180 100
0
0
0
0

720 240 180 100
500 135 186 102

0
0
0
0

500 135 186 102

　（特定財源の詳細等） （実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
分かりやすい予算書 ●分かりやすい予算書 ●分かりやすい予算書 ●分かりやすい予算書
Ａ４版　12ページ　2300部作成 　・Ａ４版　12ページ　2100部作成　・Ａ４版　12ページ　2100部作成 　・Ａ４版　12ページ　2100部作成
５月　全戸配布 　・５月　全戸配布 　・５月　全戸配布 　・５月　全戸配布

【評　価　・　実　績】 ●分かりやすい決算書 ●分かりやすい決算書 ●分かりやすい決算書
　・Ａ４版　10ページ　2100部作成　・Ａ４版　10ページ　2100部作成 　・Ａ４版　10ページ　2100部作成
　・１１月　全戸配布 　・１１月　全戸配布 　・１１月　全戸配布

※前年度評価結果 ※前年度評価結果 ※前年度評価結果
　　Ａ－継続／拡充 　　Ａ－継続／現状維持

年 度 目 標 値 全戸配布（予算書） 全戸配布（予算書・決算書） 全戸配布（予算書・決算書）
年 度 達 成 率 56% 103% 102%
全 体 達 成 率 19% 45% 69%
事業進捗状況 ☆☆☆☆ ☆☆☆☆ ☆☆☆☆

一 般 財 源

（実施内容等）

地　 方 　債
そ 　の 　他

一 般 財 源

事　　業　　費　（千円） 100

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

住民向け決算書の作成、配布
　　Ａ４版　２，1００部

事 業 優 先 度 Ａ

住民向け予算書の作成、配布
　　Ａ４版　２，1００部

平成　２２　年度

【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

　

住民向け財政情報（予算書・決算書）の作成、配布

1

全戸配布
住民参加

100

事  業  内  容

地　 方 　債
そ 　の 　他

100

0
国庫支出金

※前年度評価結果

（実施内容等）

住民協働
開示図書の作成には住民参加はないが、その住民への提供手段として
自治会組織による配布を行なう。

全　　　体　　　計　　　画
事　　　業　　　内　　　容

事業目標

事業期間
事業主体
事業指標

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

住民向け予算書の作成、配布
　　Ａ４版　　２，１００部作成
　　平成２０年度予算より作成し、配布する。

計
画
事
業
費

事 業 名

道 支 出 金

事　　業　　費　（千円）

財
源
内
訳

　　平成２０年度決算より作成し、配布する。

平成20年度～平成24年度

ささえあい・雄武～協働によるまちづくりの推進

雄武町

政策目標
基本施策
単位施策

関
　
連
　
事
　
項

実
績
事
業
費

住民向け決算書の作成、配布

関 係 課

住民主体のまちづくりの推進
まちづくり情報の共有化

　　　　　　　　 　　第 ５ 期  雄 武 町 総 合 計 画　　　　　　前 期 実 施 計 画 書

住民向け財政情報開示事業

100

77

平成　２４　年度
事　業　内　容

住民向け予算書の作成、配布
　　Ａ４版　２，1００部

77

　　Ａ４版　２，1００部

（継続無し）
全戸配布（予算書・決算書）

77%
55%

第４期総合計画関連

　　Ａ－継続／現状維持
※前年度評価結果

14

全戸配布（予算書・決算書）
0%

69%
☆☆☆☆



様式１

№ 0201002

5 会 計 区 分 1 一般会計
24
4

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 2 財務企画課

#N/A
#N/A

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名 ⇒
関 係 個 別 計 画 名

744 平成　２０　年度 平成　２１　年度 平成　２３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

地方公営企業等金融機構設立
のための出資金

900 900 0 0
0
0
0
0

900 900
900 900 0 0

0
0
0
0

900 900

　（特定財源の詳細等） （実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
出資金　９００千円

【評　価　・　実　績】

※前年度評価結果 ※前年度評価結果 ※前年度評価結果
　　Ａ－終了

年 度 目 標 値 設立
年 度 達 成 率 100% #DIV/0! #DIV/0!
全 体 達 成 率 100% 100% 100%
事業進捗状況 ☆☆☆☆

100% 100%

第４期総合計画関連
（継続無し） #DIV/0! #DIV/0!

※前年度評価結果 ※前年度評価結果

一 般 財 源

関
　
連
　
事
　
項

（実施内容等） （実施内容等）

地　 方 　債
そ 　の 　他

実
績
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

そ 　の 　他
一 般 財 源

道 支 出 金
地　 方 　債

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金

として出資金を拠出する。計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

　公営企業金融公庫の解散によるその権利・義務
を継承する機構の設立に必要な資本金の相応分

全　　　体　　　計　　　画 平成　２２　年度 平成　２４　年度
事　　　業　　　内　　　容 事  業  内  容 事　業　内　容

事業目標 設立
住民参加

2
住民協働

事業期間 平成20年度
事業主体 雄武町

関 係 課
事業指標 地方公営企業等金融機構の設立

Ｂ
単位施策 財政の安定化

事 業 名 地方公営企業等金融機構出資事業

15

　　　　　　　　 　　第 ５ 期  雄 武 町 総 合 計 画　　　　　　前 期 実 施 計 画 書

政策目標 ささえあい・雄武～協働によるまちづくりの推進 【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

基本施策 効果的・効率的な行政経営
事 業 優 先 度



様式１

№ 0201003

5 会 計 区 分 1 一般会計
24
4

政 策 事 務 分 類 3 単独自治事務（その他）
見 直 し 年 度
担 当 課 2 財務企画課

1 総務課
17 会計管理者

ﾊｰﾄﾞ／ｿﾌﾄ 事業区分 2 ソフト事業
関 係 例 規 ・ 法 令 名
関 係 個 別 計 画 名

744 平成　２０　年度 平成　２１　年度 平成　２３　年度
事  業  内  容 事  業  内  容 事  業  内  容

・財政計画支援システム導入

5,630 0 630 0
0
0
0
0

5,630 630
578 0 578 0

0
0
0
0

578 578

　（特定財源の詳細等） （実施内容等） （実施内容等） （実施内容等）
　財政計画支援システム導入
　　一式

【評　価　・　実　績】

※前年度評価結果 ※前年度評価結果 ※前年度評価結果

年 度 目 標 値
年 度 達 成 率 #DIV/0! 92% #DIV/0!
全 体 達 成 率 0% 10% 10%
事業進捗状況 ☆☆☆☆

財
源
内
訳

10%
（継続無し） #DIV/0!

第４期総合計画関連

（実施内容等）

0

道 支 出 金

一 般 財 源

（実施内容等）

・システムの導入
・システムの導入に伴う規則、
　運用等の整備
・システムの導入に伴う使用
　環境の整備
・システムの導入に伴う使用
　者の操作研修等

関 係 課

効果的・効率的な行政経営
財政の安定化

　　　　　　　　 　　第 ５ 期  雄 武 町 総 合 計 画　　　　　　前 期 実 施 計 画 書

財務管理システム導入事業

平成21年度～平成24年度

ささえあい・雄武～協働によるまちづくりの推進

雄武町

国庫支出金
事　　業　　費　（千円）

政策目標
基本施策
単位施策

事 業 名

計
　
　
画
　
　
内
　
　
容

・システムの導入
・システムの導入に伴う規則、運用等の整備

全　　　体　　　計　　　画
事　　　業　　　内　　　容

関
　
連
　
事
　
項

実
績
事
業
費

・システムの導入に伴う使用環境の整備
・システムの導入に伴う使用者の操作研修

用料及び保守料については経常経費にて計上する。

地　 方 　債
そ 　の 　他

平成25年度より全会計での本システムの運用（企業会計を除く）

2

平成25年度より全会計での本システムの運用（企業会計を除く）
住民参加
住民協働

事 業 優 先 度 Ｂ

事業目標

事業期間
事業主体
事業指標

【全体計画内容】　※前期実施計画期間外の計画期間を有する場合のみ記載

　平成２４年度にシステムの導入を行い、初期導入経費とし
て所要額を計上する。
　平成２５年度よりシステムを運用するが、以後発生する使

（契約期間 平成25～29年度、月額240千円程度）

平成　２２　年度
事  業  内  容

平成　２４　年度
事　業　内　容

0

・全会計でのシステムの導入
0%

10%

計
画
事
業
費

事　　業　　費　（千円） 0

財
源
内
訳

国庫支出金
道 支 出 金

※前年度評価結果
　　Ａ－継続／現状維持

5,000

※前年度評価結果

16

一 般 財 源 5,000

地　 方 　債
そ 　の 　他


